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研究成果の概要（和文）：語学教員に対して、コンピュータ技術を利用した語学学習法及び教授

法を一定期間指導し、そのトレーニング効果が如何に語学学習者に影響するのかを調査した。

5 名の教員と 304 名の学生のデータを統計分析した結果、教員はトレーニングで新しく学んだ

コンピュータ技術を授業で使用したものの、短期間のトレーニングでは学習者へのプラスの効

果が少ないことが確認された。教員へのトレーニングは長期的かつ集中的に行われることが望

ましいとの結論に至った。 
 
研究成果の概要（英文）：The present project aimed at empirically investigating the effects of 
CALL teacher training on learners as well as on teachers, and exploring how teacher 
training should be conducted to benefit learners. Analysis of data from five language 
teachers and 304 language learners indicated that the short-term teacher training 
conducted in the study was not effective, even with teachers attempting to integrate the 
knowledge gained from the training sessions into their classrooms. The results suggest 
that more intensive and long-term teacher training is necessary to benefit language 
learners. 
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研究分野： 
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キーワード：(1)コンピュータ支援言語学習 (2)CALL (3)ICT (4)教師養成 (5)トレーニン

グ (6)講習会 (7) 英語 (8) 外国語教育 
 
１． 研究開始当初の背景 
本研究は、「語学教員への CALL 技術を用い
た教育を如何に導入すれば、その効果が学習
者にプラスの影響を与えるのか」という問い
に答えることを目的として実施された。まず、
研究を開始した背景にある 3つの学術的根拠
を紹介する。 

(1) CALL 関連の世界学会  (WorldCALL, 
CALICO, EuroCALL など) で扱われる重要
なトピックの 1 つとして、「語学教員への
CALL 技術トレーニング」の重要性が注目さ
れている。これは、今日まで CALL の専門家
によって研究された成果が学術的な範疇を
出ず、現場の教員に還元されていない状況を
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研究者が徐々に認識し、教員たちに具体的な
CALL関連技術の情報提供が必要であると主
張し始めたためである。これまでに CALL 関
連の学術的な成果は多数報告されているが、
未だに教員の CALL 技術のレベルは非常に
低いというのが現状である。 
 
また、語学教員に対する CALL 教育の必要性
を唱える学者がここ数年で増えていること
も挙げられる (e.g., Blake, 2008; Dooly, 
2009; Gallardo del Puerto & Gamboa, 
2009; Hanson-Smith, Healey, Hubbard, 
Iannou-Georgiou, Kessler, & Ware, 2011; 
Healey, Hegelheimer, Hubbard, 
Iannou-Georgiou, Kessler, Ware, 2009; 
Hong, 2010; Hubbard, 2008 ; Hubbard & 
Levy, 2006; Kessler & Plakans, 2008; 
Kilickaya, 2009; Luke & Britten, 2007)。
CALL 研究者と現場の教員の間に CALL 技
術に関するギャップが存在し、それを埋める
ための教員トレーニングが必要であること
が、世界的レベルにおいても現在認識されつ
つある。 
 
(2) メディア教育開発センターが 2007 年に
発行した報告書によると、日本では、インフ
ラとしての CALL 設備の導入率は国立大学
で 95%以上、私立大学でも 80%以上となっ
ており、CALL を有効的に実践できる環境が
整っていると言える。しかしながら、以前に
研究代表者が大学語学教員に対して行った
調査結果（WorldCALL にて発表）によると、
2/3 以上の語学教員はCALLの知識が欠如し
ていると感じていることが明らかになった。
その一方で、80%以上の教員は CALL 技術を
使用した授業には効果があると信じている
という結果も出ている。これらを考慮すると、
「語学教員への CALL 技術教育」というもの
は今後不可欠であると言える。 
 
(3) TESOL （英語教員の米国国際学会）では、
スタンフォード大学の Hubbard 博士など
を中心として、「語学教員必須の CALL 技術
の基準」を定めた。この基準の制定により、
今後米国にて語学教員の教育を受ける者に
は CALL 技術のトレーニングが課されるこ
とが予想される。日本にも、数年でこの波が
押し寄せることは想像に難くなく、将来的に
語学教員にとって CALL 技術が必須事項と
なることは必至である。 
 
以上のように、(1) 学術的に「語学教員への
CALL 技術トレーニング」についての研究が
必要であること、 (2) 日本の語学教員が
CALL 技術の情報を切望していること、(3) 
将来的に CALL 技術が語学教員にとって必
須項目になること、の３つを考慮すると、「語

学教員の CALL 技術を如何に高めていくか」
という研究は、大変重要であることが分かる。 
 
２．研究の目的 
上記の学術的根拠を踏まえ、本研究では「ど
のように語学教員への CALL 技術を用いた
教育を実施していけばよいのか」という大枠
の中で、さらに一歩踏み込み、「教員へのト
レーニングの効果が、学習者にプラスの影響
を与えるにはどうしたらよいのか」というこ
とを調査した。 
 
最近、研究され始めている CALL 技術の教育
方法だけに注目するのではなく、「トレーニ
ングによって、教員がどのように変化し、そ
の影響が語学学習者にどのように伝達され
るのか」を考察することを本研究の目的とし
た。つまり、トレーニングから教室内活動、
そして学生の学習成果に至るまでの「一連の
流れ」に注目した研究である。具体的には、
以下の二点をリサーチ・クエスチョンとした。 
 
RQ1: 語学教員は、CALL 技術のトレーニン

グから得た知識をどのようにクラスに
反映していくのか。 

 
RQ2: CALL 技術のトレーニングを受けた教

員は、どのように語学学習者へ影響を
与えるのか。 

 
 
３．研究の方法 
実験概要としては、次のようになる。語学教
員を対象とした CALL 講習会を実際に開き、
CALL の技術を身につけてもらう。そして、
各々の教員が CALL 技術を使用しながら語
学の授業を展開し、学習者は CALL で展開さ
れる授業を通じて語学を学習する。これを一
定期間継続させ、最終的にその教育的効果の
テストを行い、統計的・質的に検証する。そ
して、語学教員への CALL 技術のトレーニン
グがどのように学生に影響を与えるかを考
察し、トレーニングをどのように実施すべき
かを考察する研究である。 
 
具体的には以下の順番で実験研究を行った。 
 
(1) 語学教員が必要としている CALL 技術の
アンケート調査を行い、その結果に基づき、
後に行う講習会でのトレーニング内容の選
定・準備を行った。最終的には、以下の 7 点
に関してトレーニングを行うことを決定し
た。 
 
① オンライン英語学習サイトの使用法 
② コーパス言語学による発見的言語学習 
③ ビデオカンファレンス(Skype など)によ



PRETEST POSTTEST

Mean S.D. Mean S.D.

Trainer 62.61 12.70 68.78* 13.00 

Trained Teachers 59.35 13.59 61.57 15.19 

Control Group 60.29 13.04 60.96 12.30 

p (ANOVA) 0.13 0.00 

*: Bonferroni multiple comparison (p < 0.05)

る双方向会話による学習 
④ MP3 プレーヤーによるリスニング練習 
⑤ 英語学習及び本物の動画教材使用 
⑥ Text-to-Speech (TTS) を利用した発話

練習及びリスニング 
⑦ 電子辞書の様々な活用法 
 
(2) 実験に参加する教員とそのクラスの大学
生に対して、事前テスト（TOEIC テストよ
り抜粋）及びアンケートを行った。この時点
での参加教員は 5 名（1 名はトレーナー）で、
参加学生は 441 人であった。 
 
(3) 講習会を各教員に対して個別に 2 回（計
5-6 時間）実施し、上記 7 項目についてトレ
ーニングを行った。教員が授業で導入できる
と思う CALL 技術があれば、授業に反映して
頂くように簡単に助言をした。 
 
(4) 初回のトレーニング以降は、各語学教員
とメールを通しての質疑応答や、直接会って
インタビューを行うなどした。 
 
(5) その後 2 か月間、トレーニングを受けた
教員はそれぞれの学生に授業を行った（6-10
回程度）。教員には CALL 技術を教室で使用
することは特に求めず、実験の趣旨について
も明らかにすることはなかった。 
 
(6) 最後に、事後テスト及びアンケート（事
前テストと同一内容）を実施した。最終有効
データは、参加教員 5 名と参加学生 304 人か
ら得られた。 
 
上記のように、本研究デザインは「統制群・
事前-事後調査・疑似実験計画法」であり、デ
ータ集計後、量的研究手法・質的研究手法を
用いて分析を行った。 
 
 
４．研究成果 
(1) まず、最初のリサーチ・クエスチョンで
ある「語学教員は、CALL 技術のトレーニン
グから得た知識をどのようにクラスに反映
していくのか」について、メールやインタビ
ューによる質的データから、以下の点が明ら
かになった。 
 
① 強制されていないが、全ての教員が講習

会で学んだ内容を教室内で実践した。 
② しかしながら、実際に学生に伝達した情

報量には教員間で個人差が大きいことが
分かった。 

③ 講習会を受けた 4 人の教員のうち、2 人
の教員は講習会で得た情報を非常に積極
的に教室内で利用した。これらの教員は、
講習会で習得した知識を事前に自ら実践

し、学生に伝達していた。 
④ しかし、1 人の教員は CALL 技術に興味

を示すものの、教室内で活発に実践する
積極性はあまり見られなかった。 

 
実験に参加しているということで、教員に
「講習会内容を学生に対して実践しなけれ
ばいけない」という心理（ピグマリオン効果）
が働いたかもしれないが、本研究では強制も
行わず、実験の趣旨も伝達しなかったため、
この影響は少ないと考えられる。したがって、
CALL の講習会を行うことで、教員の教室内
の行動に変化をもたらすことは可能である
と考えられる。しかし、その度合いには個人
差があることも分かった。以上が 1 つ目のリ
サーチ・クエスチョンへの答えとなる。 
 
 
(2) 2 つ目のリサーチ・クエスチョンである
「CALL技術のトレーニングを受けた教員は、
どのように語学学習者へ影響を与えるのか」
については、統計分析を行った。 
 
この問いに対し、以下のように 3 グループを
編成し、グループ間の統計的差異を分析した。 
 
1) 講習会のトレーナーから直接指導を受け

た学生グループ (Trainer Group, n=126)  
 
2) 講習会を受けた教員に指導を受けた学生

グループ (Trained Teachers Group, 
n=141) 

 
3) 講習を受けていない教員から指導を受け

たグループ (Control Group, n=36) 
 
① まず、トレーニングを受けた教員が、学習
者の「英語の成績」に影響を与えたのかどう
かを分析した（表 1）。 
 

 

 

 

 

 

 

表 1: 英語の成績への影響 

 
当初の期待に反し、講習会を受けた教員に指
導を受けた学生グループには、統計的有意差
が見られず、教員へのトレーニングが学生に
影響を及ぼしていないとの結果となった。し
かしながら、トレーナーが直接指導した学生
グループはプラスの影響を享受した。 
 
② 次に、トレーニングを受けた教員が学習者
の「学習行動」に影響を与えたのかどうか調



PRETEST POSTTEST Friedman Test

Mean S.D. Mean S.D.

Trainer 1.33 1.21 1.52 1.38 0.02*

Trained Teachers 1.34 1.29 1.35 1.28 0.74 

Control Group 0.78 0.99 0.67 0.99 0.62

Note: The homoginuity of the three groups was not confirmed at the pretest.  

Therefore pre-post comparisons were conducted.

PRETEST POSTTEST Friedman Test

Mean S.D. Mean S.D.

Trainer 4.71 1.31 4.66 1.30 0.39 

Trained Teachers 5.58 1.55 5.45 1.47 0.06 

Control Group 5.72 0.97 5.83 1.54 0.44

Note: The homoginuity of the three groups was not confirmed at the pretest.  

Therefore pre-post comparisons were conducted.

べた（表 2）。具体的には、教員講習会のトレ
ーニングで扱った 7 つの項目を、学生が実践
しているのかを調査した。 
 

 

 

 

 

 

表 2: 学習行動への影響 

 
ここでも、講習会を受けた教員に指導された
学生グループには統計的有意差が見られず、
トレーナーが直接指導した学生グループの
みがプラスの影響を得た結果となった。 
 
③ 最後に、学習者の「CALL 技術の使用に関
する考え・信条」に関しても調査を加えた（表
3）。 
 
 
 
 
 
 
表 3: CALL 技術の使用に関する考え・信条への影響 

 
この項目については、全てのグループに統計
的有意差は見られなかった。 
 
以上が 2 つ目のリサーチ・クエスチョンへの
答えとなる。3 つの項目（英語の成績、学習
行動、CALL 技術使用に関する考え・信条）
において、それぞれ興味深い結果が得られた。 
 
 
(3) 本実験の研究結果をまとめ、考察を加え
ると以下のようになる。 
 
① 講習会で CALL 技術のトレーニングを受
けた教員は、個人によって差はあるものの、
全員が教室内でその技術を実際に使用し、授
業を行った。あまり積極的ではない教員もい
たが、その一方で、講習会に感化され、積極
的に CALL 技術を活用する努力をした教員
もいた。 
 
今回の実験は300人を超えるデータに基づい
ているが、教員の数に関しては 5人と少なく、
ここで得られたデータを一般化することは
難しいかもしれない。しかしながら、CALL
技術のトレーニングをすることによって、教
員の教授方法に変化をもたらす可能性があ
ることは、この実験によって確認された。 
 
② 次に、講習会でのトレーニングが教員を通
してどのように語学学習者に影響するのか

を調べた。ここでは、英語の成績、学習行動、
CALL 技術使用に関する考え・信条の 3 点全
ておいて、その影響は見られなかった。今回、
教員へのトレーニングの学生への効果は認
められない結果となった。 
 
しかし、その一方で、トレーナーが直接授業
を行った場合は、学習者の英語の成績、学習
行動にプラスの影響をもたらした。これが示
唆するところは、学習者に効果的に指導する
ためには、指導者自身が CALL 技術に精通し
ている必要性があるということである。 
 
③ 日本の語学教員は、平均 3.1 校で教鞭をと
っており、週平均で 9.2 コマの授業を担当し
ているという現状を踏まえ (University 
Part-time Lecturers Union Kansai, 2007)、
本実験では、短時間・短期間でのトレーニン
グを設定した。これは、現実の状況を考慮し
た講習会を意識したためである。しかしなが
ら、実現可能な短時間・短期間の講習会では、
教員の意識は多少変えられるものの、学習者
の学習効果までを変えるという結果には至
らないことが分かった。 
 
現段階では多忙な語学教員に、長期的かつ集
中的にトレーニングを行うことを実現する
ことは不可能である。しかし、その状況に妥
協して、実現可能な範囲で安易に講習会を行
ったとしても、さほどの効果が得られないと
いうジレンマが存在することが本実験によ
って浮き彫りになった。今後は、学習者の効
果を考察しながら、CALL 技術のトレーニン
グを実施していくことが求められるだろう。 
 
(4) 最後に、本研究の位置づけとインパクト、
そして今後の展望は以下の通りである。 
 
① 本研究は、学術的な流れを踏まえ、「語学
教員への CALL 技術を用いた教育を如何に
導入すれば、その効果が学習者にプラスの影
響を与えるのか」という問いに答えることを
目的として、教員へのトレーニングの学習者
への影響を調査した。知る限りにおいて、こ
の点に注目した研究は現在のところなく、学
術的にも斬新であったと言える。 
 
研究終了後、2 つの国際学会 (SWALT と
International CALL)で発表を行ったが、参
加者の反応は芳しく、非常に興味を引くこと
ができた。世界的に見ても CALL 技術のトレ
ーニングは注目されている分野であり、その
分野に貢献できる成果を出すことができた
ことは有意義である。 
 
② 日本の現状では、語学教員への CALL 技
術トレーニングは軽視され、熱心に行われて



いるとは言い難い。講習会が実施されている
場合でも、経験則の範疇を出ず、試行錯誤し
ながら行っている場合が多いと言える。今回
の研究では、このような現状を実証研究にて
調査し、CALL トレーニングがどうあるべき
かを科学的に検証した。この点において、学
術面・実践面の両方で大きく寄与できたと考
えられる。 
 
③ 今回の実験から、長期的かつ集中的なトレ
ーニングの必要性が明らかとなった。今後、
講習会の内容を再構築し、長期間に渡り実施
し、再度同様の実験を行っていくことが次の
ステップとなる。今後の展望としては、語学
教員と語学学習者の両方がトレーニングの
恩恵を享受できるような方法をさらに探求
していくことである。 
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